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2.1. 吉田茂首相の施政方針演説と質疑 2.2. 本会議における教育二法案の趣旨説明と質疑 2.3. 
文部委員会における審議の内容 2.4.「偏向教育の事例」をめぐる論議 2.5. 文部委員会公聴会
の開催 2.5.1. 教育二法案賛成の公述 2.5.2. 教育二法案反対の公述 2.5.3. 瀧川幸辰の公述
と質疑 2.6. 教育二法案の修正案をめぐる動き 2.6.1 教育二法案の修正案をめぐる改進党の動向
2.6.2. 修正案をめぐる保守三党の折衝 2.6.3. 三派共同修正案の提出と修正議決 （以上、前号）
3．第 19回国会参議院における教育二法案審議
3.1. 本会議における法案の趣旨説明と質疑 3.2. 文部委員会における審議の内容 3.3.「偏向
教育の事例」に関する証人喚問 3.4. 文部委員会公聴会の開催 3.4.1. 教育二法案賛成の公述
3.4.2. 教育二法案反対の公述 3.4.3. 質疑に対する公述人の答弁 3.5. 緑風会による教育二法案




3. 第 19 回国会参議院における教育二法案審議
3.1. 本会議における法案の趣旨説明と質疑










































































































































































































































































4月 22日から 24日までの 3日間、文部委員会では、12名の公述人を招いて、教育二法
案についての公聴会を開催した。公述人は、第 1日目（4月 22日）が牧野英一（国立国会
図書館専門調査員）、末川博（立命館大学学長）、山崎匡輔（成城大学学長）、朝倉武夫（栃
木県今市小学校校長）、伊沢甲子麿（東京都杉並高等学校教諭）の 5名、第 2日目（同 23
日）が関口泰（朝日新聞社顧問）、御手洗辰雄（評論家）、海後宗臣（東京大学教授）、高山
岩男（神奈川大学教授）、鵜飼信成（東京大学教授）の 5名、第 3日目（同 24日）が河原
春作（中央教育審議会委員）と小林武（日教組中央執行委員長）の 2名であり、同法案に
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討論の終局後、文部委員会可決の修正案について採決が行われ、まず、中確法案の修正案




















表 2 衆参両院の勢力分野（1954年 5月 14日現在）



















表 2からわかるように、衆議院の議員総数は欠員 4名を除くと 463名となり、これに対
して、保守三党（自由党、改進党、日本自由党）の議員数は 313名であることから、議員
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